
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 
 

2019年度（2020年3月）末「経済的理由による中退・学費滞納調査」結果発表 

 
 全国27都道府県247校に協力していただいている「2019年度（2020年3月）末 経済的理由による中退・

学費滞納調査」の青森の結果について、7月13日青森私教連が県政記者会で発表。地元紙3紙が翌11日(土)朝刊

で、報道しました。 

 

 4/1 発信で全国へ協力を

要請していた「2019 年度

（2020年3月）末経済的

理由による中退・学費滞納調

査」。県内17校中15校分

の調査結果を、青森私教連が

10日に記者発表しました。 

 青森は、中退者が 6 年ぶ

りに「0」、学費滞納も9 年

ぶりに1%を下回るなど、学

費にかかわる実態が改善し

ており、その結果が大きく取

り上げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
全全国国私私私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  
((事事務務局局：：全全国国私私立立学学校校教教職職員員組組合合))  

No.3  2020年7月13日（月） 

 

 

 
 三紙の中で陸奥新報は、「コロナ禍」下の私学の実態に焦点を当てて取り上げています。青

森は、こちらの実態調査についても17校中9校の結果を集約しています。結果を元に「コ

ロナ禍」下における『教育条件の公私間格差』の問題を告発しています。また、雇用と就職

調査の結果も提示し、子どもたちの進路保障の問題についても県民に訴えました。 
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デーリー東北 

各県、「臨時休校・学校再開にかかわる私学に関する緊急調査」の結果を1校分でも多く本部へ送ってください 


